
群馬県企業局発電課

番号 項目 質問内容 回答 資料該当箇所 回答日

1 参加制限
現在電力を購入している企業またはグループ会社は応募できないなどの

制限はあるか。

募集要項の応募参加資格を満たしており、供給地点が群馬県内であれば

応募可能です。

募集要項

３　応募資格要件

４　契約電力料等制限

６　参加申込書の作成・提出

6月11日

2

参加申込書

の作成・提

出

「群馬県競争入札参加資格者」については、エ、オ、カ、キの資料は提

出不要とあるが、「群馬県競争入札参加資格者」であるかを確認した

い。

「群馬県競争入札参加資格」とは、群馬県が発注する建設工事、物件の

購入及び製造等（物品・役務）の入札に参加するために必要な資格で

す。

・群馬県競争入札参加資格の有無については、群馬県電子入札共同シス

テム（競争入札参加資格者情報）からご確認ください。

https://portal.g-cals.e-

gunma.lg.jp/ebia/servlet/p?job=AcDantaiZTop&kikan_no=0010

・資格審査申請については該当ホームページにて確認してください。

建設工事

https://www.pref.gunma.jp/site/nyuusatsu/11852.html

物品役務

https://www.pref.gunma.jp/site/nyuusatsu/11979.html

募集要項

６　参加申込書の作成・提出
6月11日

3

参加申込書

の作成・提

出

３月決算（申告期限を１か月延長している）法人であるため、令和８年

３月期の申告・納付期限を令和８年６月末に迎えます。

参加申込書類のうち「キ 納税証明書」は、「※過去３か月以内に発行さ

れたもの」と記載がありますが、令和８年３月期の申告・納付前に証明

書を取得しても、差し支えないでしょうか。

あるいは、令和８年３月期の申告・納付後に取得した証明書が必要で

しょうか。

最新の納税状況を確認したく存じます。

参加申込書提出期限（令和８年７月１０日）までに、令和８年３月期の

申告・納付後の納税証明書を取得できる場合は、令和８年３月期の申

告・納付後に取得した納税証明書をご提出ください。

募集要項

６　参加申込書の作成・提出
6月11日

4

参加申込書

の作成・提

出

賃借対照表と損益計算書は、官報公告にて報告いたします。

尚、弊社は会社法に基づいて計算書類を作成しておりますので、

キャッシュフロー計算書は作成しておりません。

不都合ありましたら、ご連絡ください。

参加申込書に係る提出資料については、電子メール

（khatsuden@pref.gunma.lg.jp）でご提出ください。

また、キャッシュフロー計算書を未作成の場合は、資金繰りが分かる資

料をご提出ください。

募集要項

６　参加申込書の作成・提出
6月17日

5
買受希望価

格

託送料金は、買受け希望価格（契約単価）に含めて提案するという理解

で正しいでしょうか。
ご認識のとおりです。

募集要項

10　企画提案を求める具体的項目及び配点

13　供給施設への供給方法等

14　企業局及び指定小売業者との契約等

7月3日

6
買受希望価

格

容量拠出金についても同様に、買受け希望価格に含めて提案するという

理解で正しいでしょうか。
ご認識のとおりです。

募集要項

10　企画提案を求める具体的項目及び配点

13　供給施設への供給方法等

14　企業局及び指定小売業者との契約等

7月3日

「地産地消型ＰＰＡ（群馬モデル）」電力供給先事業者募集　質問・回答書　（７月３日更新）



群馬県企業局発電課

番号 項目 質問内容 回答 資料該当箇所 回答日

「地産地消型ＰＰＡ（群馬モデル）」電力供給先事業者募集　質問・回答書　（７月３日更新）

7
買受希望価

格

履行期間中（令和9〜11年度）に託送料金単価や容量拠出金単価が改定

された場合、提案した買受け希望価格は固定として取り扱われるのか、

それとも指定小売業者との電力需給契約において調整され得るのか、考

え方をご教示ください。

提案した買受け希望価格を原則としていますが、電力供給先事業者と指

定小売業者で協議の上、最終的には両者の間で締結する電力受給契約に

より決定します。

募集要項

10　企画提案を求める具体的項目及び配点

13　供給施設への供給方法等

14　企業局及び指定小売業者との契約等

7月3日

8
買受希望価

格

「予備電源及び予備線」を必要とする場合とは、具体的にどのような

ケースを想定されているか、ご教示ください。

系統事故等による停電時等にも継続して電気を使用できるよう、予備電

源や予備線を備えている事業者については、指定小売業者との契約時

に、予備電源や予備線分が加算されることを想定しています。

予備電源や予備線備えていない（又は備える予定がない）場合は、加算

されません。

募集要項

10　企画提案を求める具体的項目及び配点

13　供給施設への供給方法等

14　企業局及び指定小売業者との契約等

7月3日


